
第４２条（瑕疵担保）

　④前条第１項のうち第１号から第７号の各号に掲げる事項 　①対象コンピュータは乙の管理下にあるコンピータを使用し、個人的に所有するものを使用しないこと。

２．乙は、甲に対して、前項各号に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく書面をもってその旨を通知しなければならない。 　②対象コンピュータにはウイルス対策ソフトを導入し、当該ソフトは随時最新版に更新すること。

　任者又は下請負人からの建設業法・雇用改善法等に基づく届出書（再下請負通知書）をとりまとめて、遅滞なく甲へ提出しなければならない。

第１８条（監督員）
　甲は、個別工事の監督員を定め、書面をもってその氏名を乙に通知する。

第５３条（紛争の解決）

５．甲は、第１項の規定により本契約を解除した場合において、乙に対して、その解除により生じた損害の賠償を求めることができる。この場合における

４．乙は、個別工事が終了した場合、又は甲から要求された場合は、個人情報が記載された書面、複製に係る個人情報の入った記録媒体及びその複製媒体

本約款の各条項において、甲乙協議して定めるものにつき協議が整わない場合、その他本契約に関して甲乙間に紛争を生じた場合には、甲及び乙は、双

３．乙は、甲から元請工事が施工体制台帳作成建設工事である旨の通知を受けた場合、その旨を受任者又は下請負人に文書で通知するとともに、後次の受

３．前項の場合において、甲及び乙は、相手方のこうむった損害の負担について協議して定める。

第３７条（前払金）
甲は、必要に応じて、乙からの請求により前払金を支払うときは、前払金額、支払日を注文書、注文請書に記載する。この場合、甲は乙に対し、甲の認

　める担保又は第１２条第２項に規定する保証人の提供を求めることができる。

第３８条（部分払い）
乙は、出来形部分、工事現場に搬入した工事材料及び製造工場等にある工場製品（監督員の検査に合格したものに限る。）について、その部分払いを、

２．前項の検査に合格しないときは、乙は直ちにこれを修補して甲の検査を受ける。

３．個別工事は完成検査に合格したときをもって完成とし、乙は個別工事の目的物が引渡しを要するものであるときは、遅滞なく甲に対して引渡しを申し

　出、甲は直ちに引渡しを受ける。

第３５条（完成前使用）
甲は、工事完成前においても乙の工事目的物の全部又は一部を使用することができる。ただし、乙は、必要があるときは甲の同意を得て、その使用中止

　を求めることができる。

甲は、特別の理由により工期を変更する必要があるときは、乙に対して書面をもって工期の変更を求めることができる。この場合における変更日数は、

　甲乙協議して決める。

２．前項の場合において、必要があると認められるときは、甲乙協議して請負代金額を変更する。

第２９条（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）
　工期内に賃金又は物価の変動により請負代金額が不適当となり、これを変更する必要があると認められるときは、甲乙協議して請負代金額を変更する。

２．甲と発注者との間で、元請工事に関し、個別工事に対応する部分について、賃金又は物価の変動を理由にして請負代金額が変更されたときは、甲又は

２． 乙は、水中の工事又は地下に埋設する工事その他施工後外面から明視することのできない工事については、監督員の立会いを受けて施工しなければな

　らない。

３． 監督員は、乙から前２項の立会い又は見本検査を求められたときは、遅滞なくこれに応ずる。

４． 乙は、設計図書及び見積要綱において見本又は工事写真等の記録を整備すべき物と指定された工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書

　で定めるところによりその記録を整備し、監督員の要求があったときは、遅滞なくこれを提出しなければならない。

第２３条（支給材料及び貸与品）

　求めることができる。

３．甲又は乙は、前２項の規定による請求があったときは、その請求にかかわる事項について決定し、その結果を相手方に通知する。

第２１条（工事材料の品質及び検査）
　乙は、個別工事の工事材料につき設計図書及び見積要綱にその品質が明示されていない物は、使用前に監督員の承諾を受ける。

２．乙は、工事材料について、使用前に監督員の検査に合格した物を使用する。

３．監督員は、乙から前項の検査を求められたときは、遅滞なくこれに応ずる。

置を直ちに講じないときは、甲は、乙に代わってこれを立替払いすることができる。この場合、乙と下請負人との契約に係る工事が数次の契約によって

　行われるときは、後次の全ての契約に係る下請負人についても同様とする。

３．甲は、前２項の規定によって立替払いをしたときは、乙に対する立替金として処理することができる。

４．甲は、本契約が解除された場合であっても、前３項に定める処置を行うことができる。

第４１条（部分払金等の不払いに対する乙の工事中止）
第１条（総則） 乙は、甲が注文書、注文請書に定める前払金又は部分払金の支払いを遅滞し、相当の期間を定めてその支払いを求めたにもかかわらず支払いをしないと

工事下請基本契約約款
２．乙の下請負人が、賃金、材料代その他の支払いを遅滞したときは、乙は下請負人に代わって直ちにこれを支払う等適切な措置を講ずる。乙が適切な措２．乙は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、甲に対してその理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるべきことを

甲と乙とは、甲と発注者との契約に係る工事（以下、｢元請工事｣という。）を完成するため、元請工事の一部について注文書、注文請書に定めるものの きは、個別工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場合において、乙は、遅滞なくその理由を明示した書面をもって、その旨を

ほか、この工事下請基本契約約款（以下、｢本約款｣という。）に基づき、図面、仕様書その他の図書（現場説明書及び現場説明に対する質問書、回答 　甲に通知する。

書を含む。以下、これらを｢設計図書｣という。）及び工事下請負契約要綱（これらに添付する図書（必要に応じて施工計画書、工程表、見積条件書）を ２．第２６条第２項の規定は前項の規定により乙が個別工事の施工を中止した場合について準用する。

４．前２項の検査にかかわる費用は乙の負担とする。

５．乙は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外へ搬出してはならない。

６．乙は前項の規定にかかわらず検査の結果不合格と決定された工事材料については遅滞なく工事現場外に搬出しなければならない。

　含む。以下、これらを｢見積要綱｣という。）に従い、おのおの対等の立場に立って誠実に契約を履行する。

第２条（適用範囲） 工事目的物に瑕疵があり、その瑕疵が乙の責に帰すべき事由により生じたものであるときは、甲は、乙に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補を請

甲が注文し、乙が施工する工事（以下、｢個別工事｣という。）の契約（以下、｢本契約｣という。）について、注文書、注文請書、設計図書及び見積要綱 　求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

　に特別の定めのない事項は全て本約款に定めるところによる。 ２．前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償を請求することができる期間は、甲と発注者との間で締結された元請契約書に定められた期間とする。

７．第２項から第６項の規定は建設機械器具についても準用する。

第２２条（監督員の立会い及び工事記録の整備）
　乙は、調合を要する工事材料については、監督員の立会いを受けて調合し、又は見本検査に合格した物を使用しなければならない。

第３条（個別工事の契約） ３．工事目的物が、第１項の瑕疵により滅失又は毀損したときは、甲は、第２項に定める期間内で、かつその滅失又は毀損の日から６カ月以内に限り第１

乙は、個別工事について設計図書及び見積要綱に基づいて、あらかじめ見積書を提出する。甲は、見積書を審査のうえ注文書を発行し、乙はこれに対し 　項の権利を行使することができる。

　注文請書を提出する。 ４．第１項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質若しくは監督員の指示によるもの、又は瑕疵が重要でなくかつその修補に過分の費用を要すると

２．前項による甲の注文に対し、乙において、これを引き受ける意思のないときは、乙はその旨を速やかに甲に通知する。 　きはこれを適用しない。

第４条（請負代金内訳書及び施工計画書等） ５．本契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年６月２３日法律第８１号）第２条第１項に定める住宅を新築する建設工事の請負契約で

　乙は、甲の請求があるときは、設計図書に基づく請負代金内訳書、施工計画書及び工程表を速やかに甲に提出し、その承諾を受ける。 ある場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令（平成１２年３月１５日政令第６４号）第５条第１項及び第２項に定める甲から乙への支給材料及び貸与品の品名、数量、品質、規格、性能、引渡場所、引渡時期、返還場所、返還時期は、設計図書又は見積要綱に定めるとこ

第５条（法令等遵守の義務） 部分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害賠償の請求を行うことのできる期間は１０年とする。ただし、

甲及び乙は、個別工事の施工にあたり建設業法、労働安全衛生法、その他工事の施工、労働者の使用等に関する法令及びこれらの法令に基づく監督官公 甲と発注者との間で締結された元請契約書において１０年を超える瑕疵担保期間を定めている場合、甲は乙にその旨を通知するものとし、乙はその期間

　庁の行政指導を遵守する。 　第１項の責任を負う。

　ろによる。

２．工程の変更により引渡時期又は返還時期を変更する必要があると認められるときは、甲乙協議してこれを変更する。この場合において必要があると認

　められるときは、工期又は請負代金額を変更する。

２．甲は、乙に対し、前項に規定する法令及びこれらの法令に係る監督官公庁の行政指導に基づき必要な指示、指導を行い、乙はこれに従う。 第４３条（履行遅滞の場合における損害金）
３．乙又は乙の代表者、責任者、実質的に経営権を有する者又は乙が本契約履行のために使用する者（以下、｢乙の関係者｣という。）が、個人であると団 乙の責に帰すべき事由により、工期内に個別工事を完成することができない場合において、工期経過後相当の期間内に完成する見込のあるときは、甲

体であるとを問わず、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋、その他の反社会的勢力（以下、｢反社会的勢力｣という。）である場 　は、乙から損害金を徴収して工期を延長することができる。

３．監督員は、支給材料及び貸与品を、乙の立会いのうえ検査して引渡す。この場合において、乙は、その品質、規格又は性能が設計図書及び見積要綱の

　定めと異なるとき、使用に適当でないとき及び使用することに若干でも疑義あるときは、直ちにその旨を書面をもって甲又は監督員に通知する。

４．甲は、乙から前項後段の規定による通知（監督員に対する通知を含む。）を受けた場合において必要があると認められるときは、設計図書及び見積要

　合又は反社会的勢力と密接な関係がある場合は、甲は何らの催告を要せず、本契約の全部又は一部を解除することができる。 ２．前項の損害金の額は、個別工事の請負代金額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額につき、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

４．乙は、個別工事に関連して、本人、法人又はその役員が反社会的勢力である者と下請負契約をしてはならない。 　和２４年１２月１２日法律第２５６号。以下、｢支払遅延防止等に関する法律｣という。）第８条に定める割合で計算した額とする。

５．乙は、下請負契約後に、警察等関係行政機関、甲の発注者、第三者からの通報等又はこれらの通報等を受けた甲からの通知により、下請負人又はその ３．第１項の場合において、甲の発注者又は他の関係者から甲に対し損害金等の請求があったときは、乙は、甲に対して、前項の損害金のほか、その額を

綱で定める品質、規格若しくは性能を有する他の支給材料若しくは貸与品を引渡し、又は支給材料若しくは貸与品の品質、規格等の変更を行うことがで

　きる。この場合において、必要があると認められるときは、甲乙協議して、工期又は請負代金額を変更する。

５．乙は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって使用及び保管し、乙の責に帰すべき事由によって支給材料又は貸与品が滅失、毀損し若しく

役員が反社会的勢力である者と知った場合には、直ちに甲に通知する（甲からの通知による場合を除く。）とともに、当該下請負契約を解除しなければ 　支払わなければならない。

　ならない。 ４．甲の責に帰すべき事由により、個別工事の請負代金の支払いが遅れた場合において、乙は、未受領金額につき、支払遅延防止等に関する法律第８条に

６．乙は、乙又は下請負人が反社会的勢力による不当要求又は工事妨害を受けた場合には、断固としてこれを拒否し、又は下請負人としてこれを拒否させ 定める割合で計算した遅延利息を甲に請求することができる。ただし、乙が一般建設業の許可業者で、個人企業又は資本金が建設業法施行令第７条の２

　はその返還が不可能となったときは、甲の指定した期間内に原状に復し、代品を納め、又はその損害を賠償する。

６．乙は、支給材料又は貸与品について隠れた瑕疵があり使用に適当でないとき及び使用することに若干でも疑義あるときは、直ちにその旨を書面をもっ

　て甲又は監督員に通知する。この場合においては、第４項の規定を準用する。

　るとともに、速やかに甲にこれを報告し、甲の捜査機関への通報及び甲の発注者への報告等に必要な協力を行う。 　で定める額未満の法人であるときは、建設業法施行規則第１４条に定める割合で計算した遅延利息とする。

第６条（秘密の保持） 第４４条（甲の解除権）
乙は、個別工事について、発注者及び甲の企業秘密並びに施工上の工法、技術、これらに関する情報知識の一切を、個別工事の完成後であっても他に漏 　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、催告をすることなく本契約の全部又は一部を解除することができる。

７．乙は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは遅滞なく受領書を甲に提出する。

８．乙は、支給材料（有償支給材料は除く。）又は貸与品が不要となったときは、速やかにこれを甲に返却する。

第２４条（設計図書不適合の場合の改善義務）
　らしてはならない。乙は、その役員、従業員及び乙の下請負人又はその役員、従業員についてもこれらの秘密を保持させるものとする。 　①正当な事由なく個別工事に着手すべき時期を過ぎても工事に着手しないとき

２．乙は、甲が乙に開示した一切の秘密情報（口頭、書面、電子情報等の形態を問わない。）について、善良な管理者の注意をもって秘密に保持し、甲の 　②乙の責に帰すべき事由により、工期内又は工期経過後相当期間内に個別工事を完成する見込がないと明らかに認められるとき

　事前の書面による承諾を得ることなく、開示された目的の範囲外に利用し、又は第三者に開示、漏洩してはならない。 　③乙が制限行為能力者となったとき、乙又は乙の代表者の所在が不明となったとき、又は工事を放棄したり、正当な事由なく工事を休止したとき

乙は、個別工事の施工が設計図書及び見積要綱に適合しない場合において、監督員がその改造を請求したときは、これに従い、その費用は乙の負担とす

　る。ただし、その不適合が乙の責に帰すべからざる事由によるときは、甲乙協議してその負担を定める。

２．前項ただし書きの場合において、必要と認められるときは、甲乙協議して工期を変更する。

３．乙は、個別工事の見積及び施工を行ううえで知る必要のある乙の役員、従業員以外の役員、従業員に秘密情報を開示してはならない。 　④施工技術、労務管理、安全衛生管理等が拙劣不良で甲に重大な迷惑を及ぼしたとき

４．乙は、甲から開示された目的の範囲内において秘密情報を複製することができるものとし、複製した情報についても秘密情報として取り扱う義務を負 ⑤仮差押え、差押え、仮処分、競売の申立てがあったとき、又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始、特別調停手続開

　うものとする。なお、複製に係る秘密情報の入った記録媒体の所有権は甲にあるものとする。 　　始、その他の倒産関連手続開始の申立てがあったとき、又は清算に入ったとき

第２５条（条件変更等）
　乙は、個別工事の施工にあたり、次の各号の一に該当する事実を発見したときは、直ちに書面をもってその旨を監督員に通知し、その確認を求める。

　①設計図書及び見積要綱と工事現場の状態とが一致しないこと

５．乙は、個別工事が終了した場合、又は甲から要求された場合は、秘密情報が記載された書面、複製に係る秘密情報の入った記録媒体及びその複製媒体 　⑥支払いを停止したとき。乙が振出し、又は引き受けた手形・小切手について、不渡りが生じたとき

　を甲に返還するか、甲の指示に従い完全に廃棄するものとする。 　⑦正当な事由なく労賃、再下請負工事代金、材料代、その他の支払いを遅滞したとき

第７条（特許権等） 　⑧建設業の許可を取り消されたとき、又はその許可が効力を失ったとき

　②設計図書及び見積要綱の明示が明確でないこと

　③工事現場の地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書及び見積要綱に記された自然的又は人為的な施工条件が実際と相違すること

　④設計図書及び見積要綱で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状態が生じたこと

乙は、第三者の特許権その他の権利の対象となっている施工方法、工事材料、機械器具などを施工上使用するときは、その使用に関する一切の責を負 　⑨甲の業務を妨害したとき

　う。ただし、甲の指図によって使用するものについてはこの限りではない。 　⑩甲の名誉や信用等を毀損したとき

２．乙は、本契約の履行に際して知り得た施工方法及び甲と共同で開発した施工方法などについて、特許権等の工業所有権を申請してはならず、又は第三 　⑪乙又は乙の代表者等が自ら若しくは第三者を利用して、甲又は甲の関係者に対し、詐術、暴力的行為、又は脅迫的言動を行ったとき

２．監督員は、前項の確認を求められたとき、又は自ら前項各号に掲げる事実を発見したときは、直ちに調査を行い、その結果を書面をもって乙に通

　知する。

３．第１項各号に掲げる事実が甲乙間において確認された場合において、必要があると認められるときは、設計図書及び見積要綱を訂正し、又は工事内

　者をして申請させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 　⑫第４６条第１項の規定によらないで、乙が本契約の解除を申し出たとき

第８条（関連工事との調整） 　⑬乙が、本約款の各条項に違反したとき

甲は、個別工事を含む元請工事を円滑に完成するため、関連工事（元請工事のうち個別工事の施工上関連のある工事をいう。）との調整を図り、必要が 　⑭前各号に掲げる場合のほか本契約に違反し、又は甲の指示に従わないため本契約の目的を達することができないと認められるとき

　容、工期若しくは請負代金額を甲乙協議して変更する。

第２６条（工事の変更、中止等）
甲は、必要があると認めるときは、書面をもって乙に通知し、工事内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させることができる。

ある場合は、乙に対して指示を行う。この場合において、個別工事の内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止したときは、甲乙協 ２．甲は、前項の規定により本契約を解除したときは、個別工事の出来形部分及び部分払いの対象となった工事材料の引渡しを受ける。ただし、その出来

　議して工期又は請負代金額を変更できる。 　形部分が設計図書に適合しない場合は、その引渡しを受けないことができる。

２．乙は、関連工事の施工者と緊密に連絡協調を図り、元請工事の円滑な完成に協力する。 ３．甲は、前項の引渡しを受けたときは、その引渡しを受けた出来形部分及び工事材料に相当する請負代金額を乙に支払う。

　この場合において、必要があると認められるときは、甲乙協議して工期又は請負代金額を変更することができる。

２．甲は、前項の場合において、乙が工事の続行に備え工事現場を維持し又は作業員、建設機械器具等を保持するための費用、及びその他の工事の施工の

　一時中止に伴う増加費用を必要としたときは、その増加費用を負担する。この場合における負担額は甲乙協議して定める。

第９条（業務内容の報告） ４．前項の場合において、第３７条の規定による前払金があったときは、その前払金の額（第３８条の規定による部分払いをしているときは、その部分払

　甲及び乙は、必要あるときは、相手方にその事業経営の内容などについて報告を求めることができる。 いにおいて償却した前払金の額を控除した額）を前項の出来形部分及び工事材料に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前

第１０条（安全衛生の確保） 払金になお余剰があるときは、乙は、その余剰額に前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ、支払遅延防止等に関する法律第８条に定める割

第２７条（乙の請求による工期の変更）
乙は、天候の不良等その責に帰すべからざる事由により工期内に個別工事を完成することができないときは、甲に対して、遅滞なくその事由を明らかに

　した書面をもって工期の変更を求めることができる。

　乙は、施工にあたり事業者として作業員の労働災害の防止に万全を期する。 　合で計算した額の利息を付して甲に返還する。

２．乙は、災害防止のため、甲の安全衛生管理の方針及び安全衛生管理計画を遵守するとともに、自ら安全衛生管理計画を作成し責任体制を明確にする。

３．乙は、安全衛生管理念書の各事項を遵守する。 　賠償額は、甲乙協議して定める。

第１１条（労働災害発生時の報告義務） 第４５条

２．甲は、乙から前項の請求があったときは、工期内施工を尊重し、乙と協議して工法の変更又は他の工程との調整を図ることができる。この場合におい

　て、甲が必要であると認めたときは、甲乙協議して工期を変更し、又は請負代金額を変更する。

第２８条（甲の請求による工期の変更等）

乙は、個別工事において労働災害（乙の作業員等の被災に限らず、下請け等の作業員等の被災にかかるものを含む。）が発生した場合、負傷又は疾病の 　甲は、工事が完成しない間は、前条第１項に規定する場合のほか必要があるときは、本契約を解除することができる。

程度にかかわらず、直ちに甲に報告しなければならない。また、個別工事において労働保険の保険料の徴収等に関する法律第８条第２項の適用により、 ２．前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定により本契約を解除した場合に準用する。ただし、前条第４項の規定のうち利息の起算日は、本契約

　乙が労災保険の成立をしている場合においても、同様に報告の義務を有する。 　解除の日からする。

２．乙が前項に違反した場合には、甲は乙に対して１年以内の一定期間、工事発注を行わないこととし、又は契約金額の１０％の範囲内の違約金を徴収す ３．甲は、第１項の規定により本契約を解除した場合において、これにより乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償する。この場合における賠償額

　る。なお、違約金を徴収する場合の具体的割合は、一切の事情を考慮して甲において定めることができる。 　は、甲乙協議して定める。

第１２条（契約保証人） 第４６条（乙の解除権）　乙は、相手方に対し、前項の協議を求めることができる。

　乙は、甲の請求があるときは、甲が承諾する保証人を立てなければならない。 　乙は、次の各号の一に該当する事由のあるときは、本契約を解除することができる。

２．金銭保証人は、乙の債務の不履行により生ずる損害金を甲に支払わなければならない。 　①第２６条第１項の規定により工事内容を変更したことにより、著しく請負代金額が減少したとき、又は工事中止期間が大幅に経過したとき

３．工事完成保証人は、乙が工事を完成することができない場合に、乙に代わって自ら工事を完成させなければならない。 　②甲が本契約に違反し、その違反によって工事を完成することが困難となったとき

第３０条（臨機の措置）
　乙は、災害防止のため必要があると認められるときは、甲に協力して臨機の措置をとる。

２．乙が前項の規定により臨機の措置をとった場合において、その措置に要した費用のうち、乙が請負代金額の範囲内において負担することが適当でない

第１３条（書面主義） 　③甲が請負代金を支払う能力を欠くことが明らかとなったとき

　本約款の各条項に基づく協議、承諾、通知、指示、請求等は、原則として書面により行う。 ２．第４４条第２項から第４項の規定は前項の規定により本契約が解除された場合に準用する。ただし、第４４条第４項の規定のうち利息の起算日は本契

第１４条（権利義務の譲渡） 　約の解除の日からとする。

　と認められる部分については、甲がこれを負担する。この場合における甲の負担額は、甲乙協議して定める。

第３１条（一般的損害）
工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害、その他工事の施工に関して生じた損害（本契約において別に定める損害は除

甲及び乙は、本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ相手方の書面による承諾を得た場合 ３．乙は、第１項の規定により本契約を解除した場合において、これにより損害を受けたときは、その損害の賠償を甲に対して請求することができる。こ

　はこの限りではない。 　の場合における賠償額は、甲乙協議して定める。

２．甲及び乙は、工事目的物又は工事現場に搬入した工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他担保の目的 第４７条（解除に伴う措置）

　く。）は乙の負担とする。ただし、その損害のうち甲の責に帰すべき事由により生じたものについては、甲がこれを負担する。

第３２条（第三者に及ぼした損害）
個別工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を負担する。ただし、その損害のうち乙の責に帰すべからざる事由により生じた

　に供してはならない。ただし、あらかじめ相手方の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 　本契約が解除された場合においては、第４４条から第４６条に定めのある事項を除き、当事者は原状回復の義務を負う。

第１５条（一括委任又は一括下請負の禁止） ２．前項の規定において、当事者が正当な事由なく、一定の期間中に物件を撤去せず、又は工事用地等を原状に復さないときは、相手方は、これに代わっ

乙は、個別工事の全部又は一部を一括して第三者に委任し又は請負わせてはならない。ただし、あらかじめ発注者（建設業法第２条第５項で規定する定 て当該物件を処分し、又は工事用地等を原状に復することができる。この場合において、当事者は、相手方に処分等について異議を申立てることができ

　ものはこの限りでない。

２．前項の場合において第三者との間に紛争を生じたときは、甲乙協力してその処理解決にあたる。

第３３条（天災その他不可抗力による損害）
　義に同じ。以下同じ。）及び甲の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 　ないとともに、相手方のこれに要した費用を負担する。

２．前項ただし書きにかかわらず、建設業法第２２条第３項に規定する多数の者が利用する施設又は工作物に関する重要な建設工事で政令で定める工事及 第４８条（期限の利益喪失、相殺）
　び公共工事については、あらかじめ発注者及び甲の書面による承諾を得ても、工事を一括して第三者に委任し又は請負わせてはならない。 乙に第４４条第１項各号の事実が生じた場合、乙は、甲に対し負担している前払返還金、立替金、損害賠償金、求償債務等一切の金銭債務の期限の利益

天災その他不可抗力によって、個別工事の出来形部分、現場の工事仮設物、現場搬入済みの工事材料又は建設機械器具（いずれも甲が確認したものに限

　る。）に損害を生じたときは、乙はその事実発生後直ちにその状況を甲に通知し、その指示に従うとともに遅滞なく損害内容を書面により甲に通知する。

２．前項の損害は乙の負担とする。ただし、甲乙の協議により、乙の責に帰すべき事由に基づかないもので、重大なものと認められるものについては、甲

３．乙は、第１項ただし書きにより、発注者及び甲の承諾を得た受任者又は下請負人を変更しようとする場合は、改めて発注者及び甲の書面による承諾を 　を当然に失い、直ちに支払わなければならない。

　得なければならない。 ２．甲は、乙に対して有する債権と、乙に対して負担する債務とを相殺することができる。

４．乙は、本条の規定に基づき工事の全部又は一部を第三者に委任し又は請負わせる場合は、かかる第三者にも第６条に規定する義務と同等以上の守秘義 第４９条（個人情報の保護）

　の負担とする。

３．保険その他損害を填補するものがあるときは、前項の損害額からこれを控除する。

４．天災その他不可抗力によって生じた損害の取片づけに要する費用は甲の負担とする。

　務を課した場合にのみ秘密情報を開示できるものとする。 乙は、本契約に関連し甲から受領した個人情報について、法令等に従い善良な管理者の注意をもって管理し、甲の書面による事前の承諾を得ることな

第１６条（関係事項の通知） 　く、開示した目的以外のために利用し、又は第三者に開示、漏洩してはならない。

乙は、甲に対して、個別工事に関し、次の各号に掲げる事項を契約締結後遅滞なく甲の定める建設業法・安全関係等提出書類及び銀行口座振込依頼書・ ２．乙は、甲から受領した個人情報を委任先又は下請負人に開示する場合は、その委任先又は下請負人にも本約款に規定する義務と同等以上の守秘義務を

第３４条（完成検査及び引渡し）
乙は、個別工事を完成したときは、その旨を書面をもって甲に通知するものとし、甲は法令で定める期日以内で遅滞なく、乙の立会いのもとに完成確認

　の検査を行う。検査の方法は甲の定めるところによる。

　⑥施工上法律で置くことを義務づけられた有資格者の名簿　　　⑦その他甲が工事の適正な施工を確保するため必要と認めて指示する事項

　は、このことに関して個人情報の本人に対しあらかじめ同意を得るものとする。

６．乙が下請負人から個人情報を提供させる場合は、乙は下請負人から個人情報の本人に対してあらかじめ同意を得させるものとする。

　⑧請負代金を受領する銀行口座　　　　⑨請負代金の請求及び受領に関する使用印鑑

第５０条（コンピュータ及び電磁的記録の取扱い）

　領収証使用印鑑届をもって通知する。 　課した場合にのみ開示できるものとする。

　①建設業許可に関する事項　　②安全衛生責任者の氏名　　③安全衛生推進者の氏名　　④雇用管理責任者の氏名　　⑤現場代理人及び主任技術者の氏名 ３．乙は、甲から開示された目的の範囲内において個人情報を複製することができるものとし、複製した個人情報についても本条に従い取り扱う義務を負

　うものとする。

２．乙は、甲に対して、前項各号に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく書面をもってその旨を通知する。

　は、次の各号に掲げる措置を講じるとともに、甲の指示する情報漏洩措置に従わなければならない。

第１７条（下請負人等の関係事項の通知）
乙が、個別工事の全部又は一部を第三者に委任し又は請負わせたとき（第１５条第１項ただし書きによる承諾を得た場合を含む。）は、乙は、甲に対し

て、その契約（その契約にかかわる工事が数次の契約によって行われるときは、後次の全ての契約を含む。）に関し、次の各号に掲げる事項を遅滞なく

５．乙は、甲が乙から提供された個人情報について、甲が公表する利用目的の範囲内で利用することができることをあらかじめ承諾するものとする。乙

　を甲に返還するか、甲の指示に従い完全に廃棄するものとする。

２．前項の場合において、甲は善良な管理者の注意をもってこれを使用するものとし、その使用によって乙に損害を及ぼしたときは、これを補償する。

第３６条（請負代金の支払方法及び時期）
　個別工事の請負代金の支払いは注文書、注文請書の定めるところによる。

　③対象コンピュータにはファイル交換ソフトを導入しないこと。

　甲の定める建設業法・安全関係等提出書類をもって通知する。

　④秘密情報についてはパスワードの設定を行う等適切な情報漏洩措置を講じること。

　①受任者又は下請負人の氏名及び住所（法人であるときは名称及び工事を担当する営業所の所在地）　　　

第５１条（建設リサイクル法対象工事の告知）
元請工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年５月３１日法律第１０４号）第９条に定める対象建設工事である場合、甲は契

　②工事の種類及び内容　　　③工期　　　

乙は、個別工事に関連する情報を取り扱うコンピュータ（付属の外部記憶装置を含む。以下、｢対象コンピュータ｣という。）及び電磁的記録について２．甲及び乙は、やむを得ない場合には、注文書、注文請書の定めにかかわらず、請負代金の支払時期又は支払方法の変更の申入れをすることができ、こ

　の場合甲乙は変更について協議を行う。

　注文書、注文請書に定めるところにより請求することができる。 約時に乙に対して、同法第１０条第１項の規定により届け出られた事項（同条第２項の規定による変更の届出があった場合には、その変更後のもの。）２．監督員は、本約款の他の条項に定めるもの及び本約款に基づく甲の権限とされる事項のうち、甲が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図

　書及び見積要綱で定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 ２．乙は、部分払いを請求するときは、あらかじめその請求に係る工事の出来形部分、工事現場に搬入した工事材料又は製造工場等にある工場製品の確認 　について告知する。

　①契約の履行についての乙又は乙の現場代理人に対する指示、承諾又は協議 　を求める。この場合において、甲は、その確認を行い、その結果を乙に通知する。 ２．乙は、前項の告知を受けた場合、乙の下請負人に対して同様の告知を行う。

　②設計図書及び見積要綱に基づく工事の施工のための詳細図等の作成、及び交付又は乙が作成した詳細図等の承諾 ３．甲は、第１項の規定による請求を受けたときは、注文書、注文請書の定めるところにより部分払いを行う。 第５２条（工事を施工しない日や時間）
　③設計図書及び見積要綱に基づく工程の管理、立会い、工事の施工の状況の検査及び工事材料の試験又は検査 ４．前払金の支払いを受けている場合においては、第１項の請求額は次の式によって算出する。 適正な工期を設定して長時間労働を是正するため、工事を施工しない日や時間帯の定めについては元請負人の提示する見積依頼書の適正な工期設定の記

第１９条（現場代理人及び主任技術者） 　今回請求額＝総出来高金額×支払率－前回迄支払済額－今回前払金償却額 載内容とする。但し、緊急作業等はこの限りではない。また、週休２日工事であっても特定の曜日が休みとは限らない場合や、他律的な要因により施工

乙の現場代理人は、本契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営取締を行うほか、本約款に基づく乙の一切の権限（請負代金額の変更、請負代金 　今回前払金償却額＝前払金×（総出来高金額÷契約金額）－前回迄償却済額 　日や時間が決まるため、予め元下請負人間で合意できない場合は定めない。

の請求及び受領、工事関係者に関する措置、請求及び本契約の解除にかかわるものを除く。）を行使する。ただし、現場代理人の権限については、乙が 第３９条（完成時の支払い）
　特別に委任し又は制限するときは、甲の承諾を要する。 乙は、個別工事が第３４条の完成検査に合格したときは、書面をもって請負代金額の支払いを請求することができる。ただし、引渡しを要する個別工事

２．乙は、乙の工事施工の技術上の管理をつかさどる主任技術者を工事現場に置かなければならない。 　については、引渡しの時とする。 　方の合意により選定した第三者、又は建設業法による建設工事紛争審査会のあっせん若しくは調停により解決を図る。

３．現場代理人と主任技術者とはこれを兼ねることができる。 ２．甲は、前項の定めにより請求を受けたときは、注文書、注文請書に定めるところにより請負代金の支払いを完了する。 第５４条（補則）
第２０条（工事関係者に関する措置請求） 第４０条（賃金等の立替払い） 　注文書、注文請書及び本約款に定めない事項については、必要に応じ甲乙協議して定める。

甲は、乙の現場代理人、主任技術者、その他乙が個別工事を施工するために使用している下請負人、作業員等で工事の施工又は管理につき、著しく不適 乙が、賃金、下請負工事代金、材料代その他の支払いを遅滞し、乙に対しその支払いを勧告してもなお支払わないときは、甲は、乙の労働者、下請負

　当と認められる者があるときは、乙に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるべきことを求めることができる。 　人、材料納入業者等の書面による申出により、事情を調査のうえ、乙に代わってこれを立替払いすることができる。
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１ 労働安全衛生法等を遵守し、作業場内は勿論、近隣周辺の良好なる環境を維持する努力を怠ってはならない。  

２ 工事施工に当っては専任の主任技術者を常駐させ、作業人員、工事工程、施工方法、工事材料、機器類の搬入、搬出計画等については、常に当社係員及び関連他職

の作業主任者と打合せを行ない、工事の進捗に協力すると共に作業完了の場合は必ず当社係員に報告し、その立会い検査を受けること。 

３ 作業員の雇入時の健康診断及び安全教育は必ず実施し、その記録を保管しておくこと。又、アスベスト工事に関してはその記録は 40 年間保存とすること。 

４ 作業員の保護用具（保安帽、安全靴、安全帯等）は必ず持参し、着装使用させ、主任技術者（職長）において使用状況の管理行なうこと。 

５ 作業場内では関連他職の従業員並びに作業員との融和を図り、粗暴な言動を慎み協調して工事の進捗に協力すること。又、工事施工に当っては、通行人及び近隣等

第三者に迷惑をかけないよう留意すること。 

６ 機械工具類（機械装置、車輌運搬具、工具器具を云う、以下同じ）は、完全なる機能を有し、且つ法令で定められているものは規格に合うものでなければならない

が、搬入に際しては当社係員の確認を受けること。使用に当っては、運転者、取扱者又は玉掛責任者は法で定められた資格を有すものを選任し、予め当社係員の承

認を得ること。始業点検、定期自主検査は必ず実施し、その記録を残すと共に運転保守についてその責を負うこと。  

７ 当社の機械工具類を借用する場合は、予め当社係員の承認を得ること。貸与された機械工具類に関しては、常に整備、手入れ、清掃、養生等を行ない、使用済のと

きは、速やかに当社係員の指示する場所に返却すること。 

８ 機械工具類及び工事材料等は丁寧に取扱い、特に高所より投下する等の行為を厳禁する。又、整理整頓に注意し破損、滅失した場合には、その損害を賠償すること。  

９ 作業場に出入する車輌は、通行人及び近隣等第三者に迷惑をかけないよう留意し、公道を汚損させたり工事の進捗を妨げないよう、必要により見張員又は誘導員を

つけること。尚、工事現場に出入する車輌は、5 千万円以上の任意保険に加入していること。又、整備不良車両については入場禁止とする。 

10 仮設電気を使用する場合は、その点滅及び当社係員の指示に従って細部の配線を行うこと。尚、電動工具を使用する場合は接地線付ｷｬﾌﾞﾀｲﾔｺｰﾄﾞを使用すること。 

11 騒音、振動対策については、当社係員と協議し、施工計画書に具体的に提案して承認を受けて施工に着手すること。 

12 毎日作業終了後は清掃片付けを行い、廃棄物指定場所（コンテナ）に空げきなく廃棄すること。又、集積された産業廃棄物の処分の費用は負担すること。 

13 注文書に添付する見積明細は当社指定用紙の見積依頼書に工事下請基本契約約款（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ参照）及び本書 建築工事一般事項覚書に基づいて見積りを行ない現場

代理人に提出すること。又、見積依頼書記載の条件（工期）等は必ず厳守すること。尚、見積期間については①予定価格 500 万円未満：中 1 日以上、②予定価格

5000 万円未満：中 10 日以上、③予定価格 5000 万円以上：中 15 日以上を基本とする。 

14 共同建設安全衛生協力会費を一般工種については 4/1000 を、資機材納品（リース含む）工種については 1/1000 を徴収いたしますので、ご了承下さい。 

  *尚、請負金額が 30 万円未満（税別）の見積依頼書決済分についても同様に第 1 回の出来高支払額から相殺しますので、ご了承下さい。 

15 建設業退職金共済制度の推進を図る為に一般工種については支払額に対して 3/1000 を建退共証紙代（現物支給）として、徴収いたしますので、ご了承下さい。 

16 請求書は指定請求書用紙を用いて毎月末日締切、毎月５日迄に共同建設本社に必着の事。（遅れた場合は翌月扱いとする。） 
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